




外来生物であるヒアリ

国指定七ツ島鳥獣保護区大島ヤシャゲンゴロウ 国指定藤前干潟鳥獣保護区

ダイゼン (冬羽 )
ラムサール条約湿地 立山弥陀ヶ原・大日平1
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 保護区名    指定区分 面積 (ha) 生息する主な鳥獣種

白山   大規模生息地 37,046 イヌワシ、クマタカ、ツキノワグマ、ニホンカモシカ

片野鴨池  集団渡来地 10 マガン、ヒシクイ、トモエガモ、コハクチョウ

七ツ島  集団繁殖地 24 オオミズナギドリ、ヒメクロウミツバメ、カンムリウミスズメ、アマツバメ

藤前干潟  集団渡来地 770 ハマシギ、ダイゼン、オオソリハシシギ、メダイチドリ、ホウロクシギ

紀伊長島  集団繁殖地 6,131 カンムリウミスズメ、オオミズナギドリ、カラスバト、ウチヤマセンニュウ

北アルプス  希少鳥獣生息地 110,306  ライチョウ、イヌワシ、クマタカ、オオルリ、ニホンカモシカ、ツキノワグマ

浅間   大規模生息地 32,218 イヌワシ、クマタカ、ヤイロチョウ、サンショウクイ、ヤマネ、ニホンカモシカ

絶滅のおそれのある野生生物の保護を図るため、希少種の捕獲等を規制するとともに関係機関と連携して生息地の保全等の保護増殖事業
を行っています。また、鳥獣の適正な保護管理のため捕獲等を規制するとともに、７つの国指定鳥獣保護区の保全管理と適正な利用の推
進に努めています。さらに、我が国本来の生態系を脅かしている外来生物による被害防止を図っています。

　希少野生動植物の保護

　野生鳥獣の保護管理
鳥獣の捕獲許可

野生生物課

野生生物の
保護管理

野生鳥獣の捕獲や狩猟を「鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する法律」に基づいて規制する
ほか、増え過ぎて農林業や生態系に悪影響を及ぼす
鳥獣を管理する県を支援する等して、鳥獣の適切な
保護管理を行っています。
鳥獣保護区の管理
特に鳥獣の保護を行う必要がある区域については、国指定鳥獣保護区に
指定して鳥獣の保護管理を行っています。鳥獣保護区には管理員を配置し、
鳥獣の生息調査、密猟監視等を行っています。

ラムサール条約湿地
ラムサール条約（特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約）に基づき、中部
地方環境事務所の管内では、立山弥陀ヶ原・大日平（富山県）、片野鴨池（石川県）、三方五湖、
中池見湿地（福井県）及び藤前干潟、東海丘陵湧水湿地群（愛知県）がラムサール条約湿地
として登録されています。藤前干潟等にはビジターセンターを整備し、湿地に関する情報発信、
体験学習等を実施して湿地の保全と適正な利用（ワイズユース）を推進しています。

　外来生物対策
海外から持ち込まれ、我が国本来の生態系をおびやか
している特定外来生物については、「外来生物法」に
基づきその飼育や輸入を規制して被害を防止していま
す。また、関係行政機関や研究者、民間団体と連携し、
特定外来生物の駆除を行う防除事業を実施しています。

捕獲や譲渡等の規制
絶滅のおそれのある野生動植
物種の捕獲や譲渡を種の保
存法により規制し、保護を図っ
ています。

保護増殖事業
人間の手で積極的に増やさなければ絶滅してしまうおそれのある希少野生
動植物種について、関係行政機関や研究者、民間団体と連携しながら、生
息地の保護、人工増殖の実施等を行っており、中部地方環境事務所では、
ヤシャゲンゴロウ、イタセンパラ、アベサンショウウオ、信越自然環境事務
所ではライチョウについて取り組んでいます。

出典：国際連合広報センターウェブサイト
ＳＤＧｓロゴマーク

地球温暖化に関する中部カンファレンス

地球温暖化対策に関する最新情報の提供

現地調査

環境影響評価の適切な実施

学生による活動発表

ＥＳＤの推進
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環境対策課

環境保全対策

地域における地球温暖化防止活動の促進に取り組むとともに、地方公共団体、国民、事業者、民間団体等が行う環境教育・環境保全活動を
支援し、活動の活性化を図っています。また、公害問題、化学物質問題等への対応に取り組んでいます。

温室効果ガスの増加による地球温暖化は、気候変動をもたらし、私
たち人類を含めた生態系に大きな影響を及ぼします。地域の様々な
団体と連携して、低炭素・ 脱炭素社会の実現に向けて「賢い選択」
をする国民運動 COOL  CHOICE の普及をはじめ、地球温暖化対策の
推進に取り組んでいます。

地球温暖化の状況、国の施策、世
界の動向等に係る最新情報を中部
地域のステークホルダーに伝えてい
ます。また、カーボン・オフセット

　地球温暖化対策の推進 　環境影響評価の適切な実施

　水・大気・土壌等の環境管理、石綿健康被害救済

地球温暖化に関する中部カンファレンスの開催

気候変動適応中部広域協議会の運営
国の地方行政機関、中部７県、市町村、その他関係機関と広域的
に連携しつつ地域での適応に関する取組を促進するため、気候変
動適応法に基づく法定協議会を設置しています。

環境影響評価法に基づいて地域特性に応じた審査を適切に行うため、国の地
方行政機関や地方公共団体と緊密な関係を築きながら、地域における環境情
報の整理、問題点の把握等を行っています。

地方公共団体との連携を図りながら、大気、水質、土壌等の環境汚
染を把握し、緊急の場合は法令に基づいて報告の徴収や立入検査を
行っています。また、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の指定や、
石綿による健康被害に対する各種給付金申請の受付及び相談対応等
を行っています。

　環境教育、環境保全活動の推進
ＳＤＧｓの視点を取り入れた地域循環共生圏の創出による持続可能な社会を構
築するため、国や地方公共団体、国民、事業者、ＮＰＯ等様々なステークホルダー
による環境教育や環境保全活動に関する協働取組等を支援しています。

環境パートナーシップの促進
環境教育等促進法に基づく国の地方拠点として、中部環境パートナーシップ
オフィス（ＥＰＯ中部）を設置し、地域での環境パートナーシップづくりを支
援しています。また、ＥＰＯ中部内に中部地方ＥＳＤ活動支援センターを設
置し、地域でＥＳＤ活動やその推進を行う団体間のネットワーク形成を促進
しています。
環境教育や協働取組を推進する人材の育成
ＥＰＯ中部や中部地方ＥＳＤ活動支援セン
ターによる事業支援の成果として作成された
マニュアル等の活用、セミナーやフォーラム
の開催等を通じ、民間企業を含む活動団体
の人材育成を支援しています。
※ＥＳＤ（Education for Sustainable Development）
   ＝持続可能な社会づくりの担い手を育む教育
※ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）
   ＝持続可能な世界を実現するための国際目標

とペーパーレスを採用し、その普及促進に向けて模範的取組と
なるよう実施しています。

不法投棄対策の推進

藤前干潟での撤去活動

不法輸出入の撲滅に係る取組　

税関と連携した貨物の調査

循環型社会の構築に向けた啓発活動

普及啓発活動（Re-style FES!）

災害廃棄物対策

災害時の様子

ＰＣＢ廃棄物対策

ＰＣＢを含んだ高圧トランス・高圧コンデンサ
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資源循環課

循環型社会の形成

国内外における循環型社会の形成推進のため、関係機関等と連携しながら、廃棄物等の不適正な輸出入を防止するとともに、廃棄物の３Ｒ(リ
デュース : 廃棄物の発生抑制、リユース : 再使用、リサイクル : 再生利用 ) や適正処理、及びそれらを通じた地域循環共生圏の形成の推進等に
取り組んでいます。

　廃棄物の適正処理・不法投棄対策の推進

　リサイクル対策の推進

廃棄物の不法投棄を防止し、適正処理を確保するには、
不法投棄の未然防止と早期発見・対応が極めて重要です。
このため、関係機関等と連携し、自治体を対象とした研
修会や、5月30日（ごみゼロの日）から6月5日（環境の日）
を経て6月8日（世界海洋デー）までの「海ごみゼロウィー
ク」を中心とした監視活動や啓発活動等を実施していま
す。

関係機関と連携して、容器包装、家電、建設、食品、自動車、
小型家電の各種リサイクル法に基づく事業者への立入検
査・調査等の実施により、リサイクルの徹底を進めていま
す。

経済のグローバル化の進展により、国境を越えた資源の
再生利用等が増加しており、環境保全の観点から適正に
管理された形での国際的な資源循環の確保が課題となっ
ています。このため、廃棄物処理法に基づく廃棄物の輸
出入に係る審査や廃棄物処理法及び特定有害廃棄物等の
輸出入等の規制に関する法律 ( バーゼル法 ) に係る事前
相談や説明会の開催、税関と連携した貨物の調査などの
実施により、廃棄物などの不適正な輸出入の撲滅を進め
ています。

　廃棄物等の不法輸出入の撲滅に係る取組
　災害廃棄物対策
災害時に被災地の早期の復旧・復興を進める上で災害廃
棄物の迅速な処理が必要です。そのため、自治体の事前
の備えとして計画の策定及び人材育成の支援、都道府県
の枠を超えた広域的な連携体制の整備等を行っています。
また、災害発生時には廃棄物の早期処理に向けた現地支
援を行っています。

　ＰＣＢ期限内処理に向けた取組
人の健康及び生活環境に係る被害を生ずる恐れのあるＰ
ＣＢ廃棄物の処分期限が迫っています。そのため、説明
会や勉強会による周知や関係機関との連携を進め、ＰＣＢ
に関連した情報を精査する等して自治体への情報提供等の
支援を行っています。

　循環型社会の構築に向けた啓発活動
循環型社会を構築していくためには、３R の取組を進めて
いくことが必要であり、私たちの生活・行動様式の見直し
など、一人ひとりの地道な取組を進めていくことが重要で
す。そのため、循環型社会のライフスタイルを「Re-style」
として提唱し、各種の環境イ ベント等を通じて普及啓発活
動を実施しています。

野尻湖と黒姫山、妙高山を望む

大汝峰からの白山の火山景観

立山とチングルマ 湯の丸山とレンゲツツジ

横山天空カフェテラス

中部山岳国立公園　　 上信越高原国立公園 妙高戸隠連山国立公園

白山国立公園

伊勢志摩国立公園
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国立公園課

自然環境の
保全・利用と整備

自然環境整備課

５つの国立公園（上信越高原、妙高戸隠連山、中部山岳、白山、伊勢志摩）の優れた自然の風景を保護するとともに、国立公園を訪れる方々が安
全・快適に利用できるように歩道、園地等を整備し、自然とのふれあいを推進しています。また、貴重な自然、景観、歴史文化等の資源を活用した
国内外の誘客やエコツーリズムを普及させる取組などを行っています。

　生態系維持回復事業

　自然とのふれあい・エコツーリズム

　国立公園の管理

中部管内では白山国立公園において、近年の登山者の増加に伴い人為によって意図的・非意図的に持ち込
まれることにより、自然分布域を越えて存在することとなった植物（白山では外来植物とよぶ）の侵入が見られ、
高山・亜高山帯の在来植物との競合や交雑が確認されており、関係行政機関、関係団体及びボランティア等
と協働のもと除去対策等の取組を実施しています。

自然とのふれあい行事の実施
国立公園の自然の中で充実した体験ができるように、自然公
園指導員やパークボランティア等の方々と協力しながら、ビ
ジターセンター等を拠点に、自然観察会等の各種プログラム
を企画・実施しています。また、子どもたちが自然とふれあい、
環境の大切さを学べるように、小中学生を対象に国立公園
のパトロール、動植物の調査等のレンジャー（自然保護官）
の仕事を体験していただく行事や出前授業を行っています。

 エコツーリズムの推進
エコツーリズムは、地域の自然や伝統的な
生活文化を体験して学びながら、これらの
保全に責任を持つ観光のあり方です。環境
保全、観光振興、地域振興などの相乗効果
を生むため、エコツーリズムの推進に取り
組む市町村や協議会等の団体に対して活動
の経費の一部を支援しています。

公園計画と管理運営計画 開発行為等の規制 国立公園の利用増進
国立公園を適正に管理運営す
るため、自然公園法に基づい
て保護及び利用のための公園
計画を定めています。地域の
状況に応じて国立公園のきめ
細かな管理を行うルールとし
て管理運営計画も定めていま
す。

国立公園の中では、自然の風
景や動植物を保護するため、
工作物・広告物等の設置や動
植物の採取等を行う際は、事
前に許可等を受ける必要があ
ります。申請は、各自然保護
官事務所等にお問い合わせ下
さい。

公園施設の整備
国立公園を訪れる方々が安全・
快適に自然とふれあうことができ
るように、歩道やトイレ、駐車
場等の施設を整備しています。
特に利用者が多い場所では、自
然情報の提供や自然観察会の開
催等の拠点となるビジターセン
ターの整備を行っています。

地域の様々な主体が協働して、国立公園のブラ
ンド力を高め、国内外の誘客を促進するため
の「満喫プロジェクト」を展開し、利用者数だ
けではなく、滞在時間を延ばして自然を満喫で
きる受入環境の整備に取り組んでいます。




